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新 シャーマ ン法 と有効競争 の理論
一 反 トラス ト法に おけ る経済的基準について 一
実 方 謙 二
経済 法とは,国 家の経済政策実施の法的手段であるといわれ,反 トラス ト
法 はその中心的存在であるとされている。 とす ると反 トラス ト法は,そ の内
容 として,そ の対象の経済的効果に関す る要素を含む ものでなければな らな
いだろ う。そ こで,反 トラス ト法の内容,す なわち,反 トラス ト法におけ る
違法性の基準の内容を研究す るに当っては,そ のような点に関する考察が必
要であ り,それによって,反 トラス ト法の上述の如き性格 も解明される訳で
あ る。その為には,反 トラス ト法の法理の展開と,それを裏付け る経済理論
の 詳細な分析,お よび,そ の両者の関連の検討が必要であるが,そ れに先立
ち,こ のよ うな点についての全体的な動きを,そ の背景 とか らみ合わせて見
直 して見ることは決 して無益ではないと思 う。とい うのは,そ れによって,
上述のような,反 トラス ト法の性格についての問題点が明 らかにされ,そ の
詳細な研究についての手掛 りが与え られ るか らである。そ こで本稿では,我
が国の反 トラス ト法の母法 ともいわれ るアメリカの反 トラス ト法の動きとそ
れに関す る諸説を検討 し,前述の如き問題点についての考察を加えることと
した。ところで,ア メリカの反 トラス ト法が経済法 としての実質を有す るに
至 ったのは,1930年代末期の臨時全国経済委員会の活動 以後であるといわれ
ているが,そ こで,本 稿の対象も,そ れ 以後のいわゆる新 シャーマソ法の展
瀾 と,そ れに関す る諸論議 有効競争の理論を中心 とす る がその内容
となる訳である。 ところで,反 トラス ト法において経済的効果に関する要素
が考察され るとい うことは,反 トラス ト法の違法性の基準に経済的基準が導
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入 され る とい うことであ るが,本 稿 では,そ れに二つの 内容があ ること,そ
の二つが相関連 して,反 トラス ト法 の性格 を規定 してい ると仮設を立てて見
た。 これは,勿 論,上 述の よ うに,法 理 の展開 と経済理論 の内容についての
詳細 な検討に よって実証 されねぽな らない ものであ るが,そ れについての研
究は,他 日の発表 の機会に まつ ことと し,本 稿 では,そ の よ うな仮設に よっ
て,反 トラス ト法 の性格,そ の意義につ いての筆者 の理解を述べ ることとす
る。
1
周知の如 く,1929年の大恐慌は米国の経済に対 し深刻な打撃を与えた。そ
して,こ れに伴な う混乱を 収拾する為に,一 連の施策が なされたのである
が,そ の中心となるものは,臨 時産業振興法に 代表され る,産 業界の 自治
自主規制一 を政府が促進 し監督す るとい う政策であった。 これは,従
来の自由競争体制の拠棄であ り,国家機関による産業の統制の一つの形態で
(1)
あ るといえ るであろ うが,そ の詳細な検 討は さておき,こ の政策は,1935年
(2)
の同法を違憲 とす る判決によって,廃 止の止むなきに至 った。然 し,一般醜
な不況状態は依然 として継続 してお り,これに代わ る何等かの対策 一国家
的政策 一一が必要 とされていたのである。そ こで,部 分的には,NRA体 制
くの
の存続を図ると共に,原 則としては,自 由競争の 維持が 図 られ ることとな
る。そ こで,一 方では依然として残っていたNIRA法上適法であった企業隅
(1)Fainsod-Gordon,GovernmentαndAmericanEconompt,(N.Y.,1941)p.570ff.
これ らは 「ア メ リ カ議 会 の も っ と も意 義 あ る か つ も っ と も 広 汎 な 立 法 で あ り」 「こ
の 短 か い が 巨 大 な 経 済 再 組 織 の 試 み は,ア メ リ カ産 業 全 体 の カ ル テ ル 化 の 端 緒 と
し て 大 き な 意 味 を も つ 」
(2)SchlechterPoutryCorp.v.U.S.,295U.S.495(1935)
(3)FansOd-Gordon,op・cit・,p・630ff・典 型 的 な 不 況 産 業 で あ る,渥 青 炭 と 石
油 業 に つ い て は,NRA体 制 を 温 存 す る 特 別 立 法 が な され た 。GuffyBituminous
CoalConservationAct(1937).Gufiy-VinsonBituminousCoalConserva-
tionAct(1937)・石 油 に つ い て,ConallyAct(1935);Engelmann,DerKampf-
8egendieMonopoleindemU.S.A.,(Bern,1951),p.138.
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の協調に対 し,反 トラス ト法の厳格な適用をもって臨むと共に,他 方,自 由
競争維持の原則の意義,そ の必要性を,現 実の経済状態に即 して,再 評価 し
ようとす る試みがなされ るに至 るのである。すなわち,こ の大不況を,多 年
放置された産業集中による米国の経済構造の変化によるものであるとし,こ
の現実に対 して,こ の競争維持の原則に,包 括的かつ積極的な政策 としての
くの
内容を与え,そ れを確立することが要望された。
ところで,こ の産業集中に伴な う弊害 の除去に ついては,い うまでもな
ゆ ノ
く,1890年に シャーマソ反 トラス ト法が制定され,又,1914年には これを補
充す るもの として,ク レイ トン法,連 邦取引委員会法が制定 され,そ の施行
を見ていたのであるが,そ れに も拘 らず,合 併その他の,所 謂かたい結合形
態(closecombination)による産業集中が依然として進行 していた。この合
併等による産業集中は,数 次の盛 り上 りを経て,1930年代には,そ れが合衆
国経済の基本的特徴 となるまでに一般化 していた。そ して,こ れに よる変化
に よって,自 由競争の維持 とい う政策が従来その基礎 とした理念像の実現が
現実には不可能のものとなったのであ り,そ こで,1930年代の一般的不況に
現われ る自由競争体制の行詰 りを打開す るために,こ の現実を再確認 し,そ
れに対する何等かの対策が必要であることが認識されるに至ったのである。
この産業集中による合衆国経済の変化の基本的特徴は,ま ず第一に企業規
模の巨大化と,第 二に殆んどの市場におけ る売手の数 いいかえれぽ,同
くり一産業分野での企業の数 の減少であるといわれている。すなわち,所 謂
巨大企業の問題 と,寡 古の問題である。そ して,こ のような構造変化に よっ
て,所 謂 「競争の衰退」がもた らされた。この問題に対す る国家機関の積極
的な活動の必要性は,後 述の如 く,公的に確認され ることとなるが,そ れに
(4)Kaplan,Bi8BusinessinaCompetitiveSystem,(Washington,D.C。,1954),
P.27,29.
(5)同 法 制 定 の 背 景 に つ い て はThorelli,FederalAntitrustPoliay-Origination
ofanAmericanTradition(]London,1955),P・564～56&
(6)Stocking-Watkins,MonopolyandFreeEnterprise,(N.Y.,1951),p.85.
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洗 馳けて。1930年代の初頭か ら,この問題は多 くの学者に よって論議 され,
そ れほ,経 済政策の中心的かつ,急 を要する問題 として,一 般の関心を集め
て いた のである。
先ず,企 業規模の巨大化 と,そ れに伴な う巨大企業への経済力の集 中の現
象について最初に世間の注 目のまととなった ものとして,有 名なバー リ・ミ
ごの一ソズの著作があげ られ る。この研究は,企 業の規模が会社形態の利用によ
り巨大化 し,そ の結果生 じた,い わゆる巨大会社が経済全体に対 して支配的
地位を占めていることを論証 した ものであった。この研究に よれば,産 業用
資産の約半分が小数の巨大会社の直接支配下にある。また,そ の影響力が取
引関係のある小規模の会社に及んでお り,さ らに,会 社の規模が大きいとい
うことだけでも価格に対す る影響力も非常に大きい。それ故,産 業の半分を
での
は るかに上まわ る部分が,こ の巨大会社によって支配されている。これは,
1930年現在の集中状態を示 したものであるが,さ らにこの研究は,集 中化の
進行の傾向について も論及 し,巨大会社の成長率がその他の会社の数倍であ
り,それ等の会社の 支配的地位が将来 さらに 強化され るであろ うと予言 し
(9)
たρ
この研究は,大 会社の影響下にあ る事業資産の規模に着 目して産業集中の
問題を論 じた ものであ り,大企業の影響力の大きさについての一般的関心を
よび起 したものであった。それ故この研究は,い わゆる独占の存在に関す る
論争の出発点となるのであるが,こ の研究の4年 後に発表 された,ノミー ソズ
ほか
の 「競争の減退」は,こ のような大企業の成長による競争形態の変化に着 目
し,さ らに新 しい政策原理が必要であると主張す る。彼によれぽ,
(7)Berle-Means,The.Mo4ernCorporationanaPrivateI)ro少erty,Ch.III,the
ConcentrationofEconomicPower(N.Y.,1932),p.18ff.
(8)Ibid.,p.32f正.
(9)Ibid・,p・40～41・,な お,彼 等 は,こ の 傾 向 が 進 行 す れ ばs経 済 活 動 の ほ と ん ど
全 部 が 巨 大200社 に 占 め られ る こ と と な ろ う と さ え も い う。cf・Kaplan・op・ci七・,
p.27～28.
(10)Burns,DeclineofComうetition(N.Y.,1936).
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「独占的要素は,従 来も競争の中に混入 していたのであるが,今 や独占の
要 素はその重要性を増 して来た。それは,も はや偶発的な,ま た比較的重要
でない競争か らの逸脱とは考え られない。、それは産業体制の組織の有機的な
要素であ り,それ故それが法に よって除去され,産 業体制が完全競争の理念
ダエわ
と合致す ることは望むべ きもない」
のであ り,この傾向は,不 可避のものである。そ こで,伝 統的な 自由競争
維 持の原理は,こ のような独占的要素の一般化の現実のまえには全 く無力化
し,それ故,何 等かの方法による 国家機関の 積極的介入の原理が 必要であ
く　　ラ
る。 とされた。
このように,1930年代前半においても産業集中に よる 自由競争の無力化
・は,重要な問題 として一般の関心のまととなっていたのであ るが,こ のよう
な,現 実の競争体制の 不完全性は,さ らにNRAに よる諸措置にも拘 らず
1930年代に依然として深刻に米国経済を支配 した永続的不況を背景 として,
広 く認識されることとなる。とい うのは,こ の不況の中にあって,経 済の安
淀 と進歩を維持するためには,現 在の状態を放置す ることは許されないこと
とされたのである。まず第一に,こ のような競争の不完全性のため,価 格決
定 機構が硬直化 し,そ の機能を充分果た し得ないことが不況永続の原因であ
リ ドゐ
く　きラ
ることが主張された。さらに,経 済力の集中に よる収入の不均衡も経済の発
ぐ　の
展 を阻害 してい るとされ た。 この よ うに,1930年代後半には,現 存 の競争体
(11)Ibid.,p-3.
(12)彼 は,他 面,大 量 生 産 の行 な われ る産 業 に 市 場 支配 力 を 有 す る 大 企 業 が 存 在
す る こ とに 着 目 し,大 規 模 生 産 の 利益 を 犠 牲 に して,初 期 の 競 争 形 態 を確 保 させ
る の は実 際 的 で な い と考 え た 。 それ 故 「現 在 の 産 業 組 織 の 不 満 足 な結 果 を 処 理 し
よ うとす れ ば,結 局 国 家 が 何 等 か の方 式 に よ り経 済 力 の 行 使 に 参 与す る こ とが 必
要 とす る 」Ibid・,P・529・cf.Kaplan]oP・cit・,P・28・
(13)Mealls,"Indus七rialPricesandtheirrela七iveInflexibility,"74thCong.,
IstSess・,Sena七eDoc・No・13(1935)・ま た,こ の点 は,後 に1937年の不 況 に
際 して,こ れ が そ の重 要 な 原 因 で あ る と され,そ の 後 の反 トラス ト法 検 討 の契 機
とな る。Cf.,Fainsod-Gordon,oP・cit・,P.609.
(14)Mou1七〇n,1ncomean4Pro8ressCh,7.(Wash.D.C,1935),p.1002f正.
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制が公益維持の手段 として有効であ るかの問題については,懐 疑的な意見が
(15)一般に支配的 とな っていた。
皿
このよ うな現実の変化 産業進中の一般化 と自由競争の減退 一の認識
を基礎 とし,その解決策として次の二つの方策が行なわれ ることとなる。先
ず第一に積極的に 自由競争体制を復活することを 目指 して,反 トラス ト法施
ロの
行の強化がなされた。また,こ の政策を有効に方向づける手段と して,広 汎
に経済力集 中の実態 を調査 し,そ の現実を再評価 しよ うと して,臨 時国民経
済委 員会(TemporaryNationalEconomicCommit七ee)が設置 され た。 こ
れ等の方策は ルーズベル ト大統領 の主 導の もとに推進 され たのであ るが,こ
く　　ラ
の政策の基本的 目的は彼の有名な反独占教書に述べ られている。そ こでは,
先ず,
「……我が国において,今 や,経 済力の集中が歴史にそ の比を見ないほ ど
進行 しつつあ る。 この集 中に よって,労 働 と資本 の使用を調整す る方法 と し
ての,ま た,全 国民の収入と報酬のより平等な配分を確保す る方法 としての
　 　 　 ロ 　 　 　 　 　 　 　 　 り 　 　 の 　 の ロ 　 　 　 　
私的企業体制の経済的効果が著 しく阻害 されている。(傍点筆者)」
(15)Dirlam-Kahn,FaiptCompetit・ion-theLawand五conomicsofAntitrust
PolicV,(NY.,1954),p.5;Kaplan,Ibid.,p.29:AStudyoftheDevelopment
oftheAntitrustLawsandCurrentProblemofAntitrustEnforcement,
ReportoftheDep.ofJusticetothesubcomonMonopolyoftheselect
Com.ofSmallBuisiness,US.Sena七e,(1952),p.8～9.
(16)こ の 新 政 策 展 開 の た め に は,よ り 広 汎 な 知 識 が そ の 基 盤 と し て 必 要 で あ る こ
と は,一 般 に 認 識 さ れ て い た 。Mason,"MonopolyinLawandEconomics∴
47YaleLJ・34,rep'dinMason,Economicconcentrationandth惚Monopo!y'
Problem,(Combridge,Mass.1957),p.330,350.;Wallace,"Monopolistic
CompetitionandPublicPolicy,"26Am,Econ.Rev.Supp.7787(1936),rep'd
inAm.Econ.Ass'n.,Rea4ingsinSocialControlofi%dustrノ,(Philadelphia,.
1949)P.263,277～8・;Burns,``TheOrganizationofIndustryandTheory
ofPrices,"45J・Pol,Econ・662(1937),rep'dinIbid.,P・396,417.cf.Kaplan,.
OP・cit.,P,30.
(17)TNEC,InvestigationofConcentrationofEconomicPower,FinalReporti
andRecomnenaations,SenateDoc,35,77Cong.IstSess.,p.11f正.
ノ
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「私的企業体制は,今 や,自 由企業体制なることを止め,一 群の私的集産
体制 とな りつつある。……我 々の当面 してい る困難の基本的原因の一つは,
多 くの産業分野 特に経済力の集中がもっとも明白であ り,また,価 格硬
直 と報酬の浮動が一般化 している,基 礎的な製造工業の分野 で価格競争
が消滅 して しまったことにある。」 と述べ,
「米国における産業独占が,そ の本体である自由企業体制を麻痺させつつ
あ り,また,そ れはその重圧に苦 しんでいる一般大衆にとっても,そ れを操
っているものにとって も致命的な ものであることが,こ こで認識されたか ら
には,政 府の活動に よって,こ れ らの人為的制限を除去することは,我 が国
のすべての産業が歓迎す るところであろ う。」
このように,ル ーズベル ト大統領によって提唱された新政策は,産 業集中
とそれに伴な う自由競争の減退によって,私 的企業体制が本来果たす ことを
期待されていた政治的経済的機能を果た し得な くなったとい う現実の認識の
上に立ち,こ のような傾向を 政府の力で,直 接抑制 し,自 由競争が行なわ'
れ,こ のような機能が遂行されるような条件を創出す ることを 目的とす るも
のであった。そ こで,こ の政策に特徴的なことは,経 済秩序の機能の点の重
くコ　ノ
視 と,それを有効に作用させ る為の積極的介入の原理であるといえる。 この
ような政策 目的を 達成す る為の計画として,彼 は,1)従 来の反 トラス ト
政策の強力な施行と,2)"反 トラス ト法の 改正を含む 有効な規制手段設
定の前提として 必要である,米 国産業におけ る 経済力の集中の 範囲とその
ぐユ　ラ
競争の減退に及ぼす 効果の徹底的研究をす る 機関の設置"を 議会に要請 し
た。
先 ず,反 トラス トを施行 の強化については,ル ーズベル ト大統領の提案に
(18)Fainsod-Gordon,op,cit.,p.618;Mason,"MethodofDevelopinga
ProperControlofBigBusiness,"18ProceedingofAcademyofPolitical
Sience40(1939),rep'dinAm.Econ.Ass'11,Readings伽SocialControlof'
lndustr:ソ,p.215.
(19)Lynch,TheConcentrationofEconomicPoωer,(NYり1946),p.25.
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(20)
より,執行部の人的,財 政的な整備拡充がなされ,そ の活動は飛躍的な前進
を見 る。 これは アーノル ド司法次官に よって主導 された もので,彼 の指導の
もとに司法省反 トラス ト部は カルテル的結合のみならず,企 業に対す る解体
'訴訟を含む
,数 多 くの公訴を提起 した。 しか し,彼 が不当に も"カ ル テル
ぐ　い
征 伐 者"(cartelBuster)と呼 ぽ れ て い る こ とに 示 さ れ て い な い よ うに,
一その司法的成功は,ま ず,カ ルテル的結合 一 いわゆ る ゆ るい結合loose
く　　り
combination一の分野に限 られ る。 この分野では,従 来 も比較的厳格 な解
ぐ　ヨラ
釈が と られ てお り,NRA体 制 の もとに おいて,一 時それ がゆ るやかに な っ
で　の
たのであ るが,再 び厳格 な適用が なされ ることとな る。 これ は,1940年の
`25)
Socony-VacuumCaseを頂 点 とす る もの で あ っ て,こ の 判 決 に よ っ て,反 ト
(20)Hamilton-TillAntitrustinAction,TNECMonograph.No、16,(1940),
p・23・ 今 村 成 和,「 私 的 独 占 禁 止 法 の 研 究 」49頁 。
(21)Whittlesey,NationalInterestandlnternationalCartels,(NY.,1940),
p.126;Engelmann,op.cit.,p.143.
(22)FrederickHaussmann,DerWandelderinternationalenKαrtellbe8riffs,
americanischeKartelldoctorineun4Worl4TradeChαrter.(Bern,1947),p.13;
Engelmann,opci七.,p.142.
〈23)例 え ぽ1,有 名 なU・S.v.Tren七 〇nPo七teriesCo.etaL,273U.S。392(1927)
で は,価 格 協 定 を そ れ 自 体 違 法 とす る立 場 が と られ て い る し,ま た,価 格 情 報 の
交 換 に よ る 価 格 競 争 の 制 限 に つ い て,そ れ を 違 法 とす る 判 決 が あ る 。American
Calumn&LumberCo.etal.v.U.S.,257U.S.377(1921);US。v.American
LinseedOilCo・etal・,262U・S.371(1923)なお,同 時 代 に,カ ル テ ル的 結 合
に 対 し て も,ゆ るや か な 適 用 を す る 条 理 の 原 則 の 適 用 が あ っ た か 否 か の 点 に つ い
て は,そ れ を 肯 定 す る 意 見 も あ り,そ の 内 容 は 前 述 の 二 者 と異 な っ て い るが,同
様 の 価 格 情 報 の 交 換 を 適 法 と し た 判 決 も あ る。MapleFlooringManufacturers'
Ass'nv.U.S.,268U.S.563(1925):CementManufacturers'Ass'nv.U.S.,
268U.S.588(1925);Lyon-Watkins-Abramson.,Governmentan4Economic
Life,vol.1,(Washington,1>C1939),p.280.;Seager-Gulick,Trustand
CorporationProblems,(N。Y.1929),p.461;cf。Note,``RuleofReasonin
Ioose-knitComl)ination,"32Col.L.Rev.291(1932);Cf.Handler,"The
SugerInstituteCaseandthePreselltStatusof七heAutitrustLaws、"36
Co1,LRev.1(1936).
〈24)そ の 例 と して,不 況 産 業 に お け る,一 手 販 売 制 を 合 法 と した 判 決 が あ げ ら れ
る 。ApPalachianCoals,Inc.et.al,v,U.S。,288U.S,344(1933)t今村,
前 出47頁,ま た,前 述 と 同 様 の 価 格 情 報 交 換 を 含 む 産 業 団 体 の 活 動 を 適 法 と した
例 と し て,SugarIns七i七u七e,Inc.e七alv.US.,297U.S.553(1936).
〈25)US.v.SoconyVacuumOilCo.,310U.S.150(1940)・ こ の 公 訴 は1936
年 に 提 起 され た もの で,NRAの 時 期 に お け る 「公 正 取 引 」活 動 に 関 す る も の で あ
る 。 こ の 事 件 はNRAに 対 して,自 由 競 争 秩 序 の 維 持 と い う点 で も意 味 を 持 つ が,
さ ら に,反 トラ ス ト法 の 厳 格 な 解 釈 と い う点 か ら も 劃 期 的 な も の で あ っ た 。
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ラス ト法の厳格 な解釈であるそれ 自体違法の原則(perseillegaldoctorine>
が 確立 し,そ の後 同原則の適用 を見る こととな ったが,と はいえ,そ れ は従
く　 ノ
来の反 トラス ト原理 反競争行為の規制一 を量的に拡充 した ものに過 ぎ
'ないといえよう
。そ して,大 企業体制それ 自体に対する,積 極的な政策手段
としての 反 トラス ト法適用の面での成功は,そ の後に またねば ならなかっ,
た。然 し,こ の量的な強化によって,反 トラス ト法が有名無実の存在か ら,
経済政策の手段としての役割を果た し得ることとなった点は注 目されねばな
ヒ　り
るまい。 ことに一一般的予防措置 と しての刑事訴追 のみ な らず,「 産 業の独 占
的状 況の 建 設的 な 経済的解決(constructiveeconomicsolution)のための
同意判決」が広汎に利用 され,こ の分野においての,経 済秩序 に対す る積極
へ　　ノ
的 な介入が,反 トラス ト法 の施行に よってなされたのであ る。
次に産業集中お よび大企業の問題 につ いての調査,研 究 と反 トラス ト法の
改正にっ いては,ル ーズベル ト大統領 の要請に よって,議 会 の機 関 として臨
く　　ノ
時国民経済委員会(TNEC)が設置され,調 査活動がなされた。 本委員会ば
く　 ノ
その活動の成果 として1941年に膨大な記録と報告書を提 出す る。 この報告
書は,調 査活動の 目的か ら自明の如 く,第一に合衆国経済の独占的傾向の公
的な確認一 統計的成果 と,第 二に,新 しい政策およびその実現のため
の法的手段の明確化の二点にその意義をもつ ものであるが,第 一の点につい
ては,劃 期的な役割を果た した ものといえる。 しか し,第 二の点について
は,必 ず しも所期の成果をあげ得たといえまい。
まず第 一の点については,従 来主張されてきた,産 業集中の傾向が合衆国
経済の基本的特徴となっていることが,こ こで確認され る。 この点について
(26)Mason,"MonopolyinLawandEconomics,"op.cit.,p.330ff.
(27)Berge,"ProblemsofEnforcementandInterpretationof七heSherman
Act,"38Am.Econ.Rev.173(1948).
(28)Fainsod-Gordon,op.cit.,p。610ff.
(29)PublicResolutionNo.113,75thCong.1948.
(30)こ れ は20,000頁以 上 の あ らゆ る分 野 の 人 物 を 対 象 と した 公 聴 会 の 記 録,43の
個 別 調 査(TNECMonograph),お よび 最 終 報 告 書 で あ る 。
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の 公聴会の記録に よれぽ合衆国経済での巨大企業の占める役割が大きなもの
であ り,さ らに,こ れ らの巨大企業によって 自由競争が殆ん ど行 なわれ得な
いような状態にまでなっていることが明らかに された。特に会社形態による
巨大企業の形成が注 目され,そ れに よる経済力の集中が論 じられた。また,
保険業,ア ル ミニューム製造業等における一社集中も問題 とされたが,も っ
とも重要な点は,こ れ等の経済力の 集中が 従来の独 占概念に 該当す るよう
な,単 一企業による支配ではな く,小数の企業による集団的な経済力の集中
く　り
くCOnCentratiOninCIUSter)とい う形 態 が 支 配 的 と な った こ と が 明 らか に さ
ゴ　　ラ
れた ことであろ う。そ して,こ の集団的経済力集中の結果,従 来の共同行為
に よる競争の排除が不必要 とな り,いわゆる寡 占が支配的となったのであっ
く　 　
て,そ れは反 トラス ト法に よる追及の範囲外にあ ることが認識 された。そ こ
で この ような認識に もとず いて,こ の事態に適応す る経済理論 と,こ れを有
く　の
効に規制する新 しい法的手段が必要とされるわけである。ところで,こ こに
必要 とされる新 しい政策一 経済力集中の評価 とその規制の方策 にっい
ての委員会の見解はどのようなものであったか。まず,公 聴会の審議に通 じ
てい るものは,こ のような経済力の集中の傾 向が,基 本的には望ましくない
ビ　 ラ
とい う前提が底流をな していることである。さらに委員会の最終報告書は,
この ような立場を確i認している。報告書は,ま ず,そ の基本的な立場 として
く　の
自由競争体制 の維 持が必要であ るとす る。そ して,競 争制 限行為の効果的抑
圧 に よって,そ の維 持が図 られ るとす るが,さ らに,そ の確保のためには,
最 も経済的な規模 に各産業 の集 中排 除(decentralization)を行な うことが望
ぐ　 　
ま し い と ま で い っ て い る 。 と こ ろ で こ の よ う な 目 標 達 成 の た め の 手 段 と し
(31)HearingsbeforeTNEC,par七1.p.115,137,cf.Lynch,Ibid.,p.116.
(32)cf.Hearings,ibid.partI,P.13～17.,Lynch,op.cit.,P.117.
(33)Lynch,oP.cit・,P・142.
(34)公 取 委 事 務 局 編 「ア メ リ カ反 トラ ス ト法50年 史 」19～20頁 参 照 。
(35)Lynch,oP.cit.,P.338.
(36)FinalReウortan4Reeommen4ationsofTNEC,op.cit.,p.9.
<37)FinalReport,Ibid.,p.23.
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て,種 々な方策があ るが,そ の中で,特 に反 トラス ト法の強力な施行が望 ま
くミ　　
しいとした。すなわち,独 占的な市場規制の除去によって,経 済秩序に関す
　　 ラ
る殆んどすべての問題が解決されるものとしたのである。その他個別的な方
策 として}基 準地価格制度禁止立法の制定,再 販売価格維持制度の禁止,合
ゴ　 　
併の制限強化等についての反 トラス ト法の改正について勧告を行なった。
このように,こ の委員会の勧告は,NRAの 産業 自治体制 とは反対に,自
由競争秩序の維持が必要であるとい う立場を明らかに したものであるが,こ
れは前述の大統領教書に集約的に表現されているような,従 来の反独占的な
見解を継承 した ものといえる。 この立場は,経 済活動の集団的な規制は,そ
れが私的に 管理された もの(私 的独占),ま たは公的に 管理 されたもので
あろ うとも(公 的統制),有 用な経済効果をあげ得ないであろ うとい う見解
リ ユラ
・に基づ くものである。 然 し,NRA体 制における経済活動の集団的規制が大
不況による経済秩序の混乱の収拾策 として採用された祁のである以上,そ れ
に代わ る自由競争秩序の維持とい う命題 も,そ の経済的機能の点か ら把握 さ
れねばならなか ったのは当然といえる。
この報告書でも,そ のような点に触れ られているのであるが,こ の面では
所 期の成果をあげているものとはいえない。前述の如 く,公聴会では,経 済
力の集中が基本的に 望ましくないとい う前提のもとに 論議が 進められたた
くる　　
め,経 済力集中に伴なう重要な問題が体系的に分析されなか った。それ故,
報告書においても,自 由競争秩序の機能の点については,従 来の見解を踏襲
くる　ラ
して,概 括的抽象的に述べ られているだけであって,新 しい経済段階におけ
る国民経済の中で果たすその機能を分析 し,そ の点か らのその役割の限界づ
(38)Ibid.,p.9.
(39)Lynch,oP.cit.,P.342.
(40)FinalReport,op.cit.,p.33,38～39.
(41)Stocking-Watkins,op.cit.,p.287.
(42)Lynch,op.ci七.,P.369,338～9・
《43)Engelmann,op.cit.,p.166.
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ほり
けがなされ得なかった訳である。それ故,そ の実施手段についても,そ の分ザ
析は,こ の新 しい経済段階における有効な政策実施手段創出の基礎 とな り得
なかったのである。委員会のな した勧告 も,結 局は従来の反 トラス ト法の改
く　 　
良にす ぎなか った し,競争秩序維持のためには産業の集中排除が望ましいこ
とが主張されているが,そ の有効な 実施手段に ついては 何 ら言及 していな
い。このように,具 体的成果について,委 員会の活動は足らざる点が多 くあ
ったのであるが,と はいえ,経 済力集中とい う現象をその国民経済の中で果
たす機能の点か ら分析 し,反 トラス ト法をそのような関連から,経 済政策実
施の手段 として位置づけるとい う基本的な志向は,こ の委員会の活動によっ・
て,決 定的に方向ずけ られたものといえる。そ して,こ のような方向づけに
もとずいで,第 一には,反 トラス ト法が,新 い .・経済段階での有効な政策実
施手段 として活用 され ることとな り,また第二に,そ れに対す る批判を通 じ
て,経 済秩序全体 との機能的連関の点か らの,反 トラス ト法の限界づけが必
くゆ
要であ るごとが認識され ることとなる。なお第一の点については,ま ず現在
の反 トラス ト法施行の強化がなされてお り,こ の委員会の活動とそれを支持・
す る世論を背景として,着 々とその効果があがることが期待されていたので
はり
あるが,時 あたかも第二次世界大戦の勃発時にあた り,防衛生産強化の必憂
か ら,こ の反 トラス ト法施行の強化は一時中断せざるを得な くなった。
皿
このように,TNECの活動を頂点とす る反独占の機運は,第 二次世界大戦
の勃発によって,具 体的結果を 見ることな く終ったのであるが,大 戦終結
(44)Watkins,"PresentPositionofAntitrustPolicy,"32Am.Econ.Rev.
Supp.112(1942).
(45)Engelmann,op.cit.,S.160.
(46)こ の よ う な 限 界 づ け が 必 要 な こ とは,す で に 主 張 され て い る。 例 え ば,Mason,
"MethodofDevelopingaproperCon七rolofBigBusiness,"op.cit.,p.40;.
Wallace,"MonopolisticCompetitionandPublicPolicy,"op.cit.,p.277.
(47)Stocking-Watkins,op.cit.,p.287.
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後,経 済力集中に伴な う種 々の問題に如何に対処すべきかが再び重要な国民
的関心事 となった。この経済力集中の傾向は,第 二次世界大戦に伴な う防衛
ト
生産の強化に よって益 々促進されていた。大企業に よる大工場の建設が続 々
となされ,ま た,巨 大企業への合併がしば しば行なわれた。 このため,巨 大
企業と,中 小規模の企業との較差は益 々増大 し,そ のため,競 争体制は以前
に もまして,危 険にさらされ ることとなる。そ こで,巨 大企業の有する経済
力をいかに抑制するかとい う問題が,公 共の政策の中で重要な位置を占める
くゆ
こととなった。
この問題に対す る政府の基本的な見解は,1947年の トルーマン大統領の年
頭教書に示されているが,戦 争に よって中断された反独占の機運を継承す る
もので,支 配的地位を占める巨大企業が,国 民の福祉に対す る脅威となって
くる　ク
い ることを訴え るものであ った。そ こで,そ の実施の方策 と して,戦 時工場
の処分 と反 トラス ト法の強化がな され ることとなる。二つ の内,第 一の もの
1ま,1944年の剰余財産処分法(SurplusPropertyAct)セこよるもので,支 配
的 な大企業 が,政 府 の委託に よ り操業 していた戦時工場 を,新 しい企業 も し
くは,よ り規模 の小 さな企業 に譲渡せ んとす るものであ った。 これ は政府の
手に よって戦時 中促進 された経済 力の集 中を排除 し,ま た,新 しい競争者の
創 出に よって間接 的に 巨大企業 の力を 抑制せ ん とす るものであ るが,こ れ
は,国 家機関に よる競争市場 の創 出一 ㎜市場構造に対す る国家 の直接介入に
(48)Kaplan,oP.cit.,P.31～32.
(49)この教書 は次の よ うに述べ る。 「1941年,臨時 国民経 済委 員会 は,国 民経済=
の機能に関す る包括 的調査 を完成 した。 委 員会 の研究は半世紀 にわた る反 トラス
ト法 の施行 に もか かわ らず,我 々の福 祉に対す る最 大の脅威 は,小 数 の巨大組織
の手に よる経 済 力 の集中 が ます ます増大 しつつ あ る ことであ る点を 明 らかに して
い る。
この長期 にわた る経 済力 集中の傾 向は,今 次大 戦 中 さらに促進 され た。 そ の結
果,い まや,か ってないほ ど広汎 に,全 産業 が単一 もし くは小数 の企業に支 配 さ
れ てお り,そ れ は,高 い利潤 を もとめて生産 を制 限す る ことが 出来,か くして,雇
傭 と購買力を減退 せ しめ る とい う状 態に立 ち至 った のであ る。」UnionMessage
ofJan.1947.
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よる経済機構の機能の改善一 とい う点で劃期的な意義をもつ ものであ り,
(50)
反 トラス ト法の施行 と同様な 目的を もつ ものであ る。然 し,こ れ に よる新競
争者の創出も,参 加能力等の点か らも限界があ るし,ま た,現 在の経済力集
中の状態を打破す るには新 しい反 トラス ト法の施行が必要とされ ることとな
く51)
る 。
そ こで,こ の反 トラス ト法の実施 の強化については,そ れ が巨大 企業に よ
る産業の支配一独 占的市場規制の普遍化とい う現実に対処す る手段 として,
経済の非集中化の方策として必要であることが認識されたことは前述 した。
そ して,そ の具体的な実施手段はいまだ明 らかにされていなか ったわけであ
る。ところで,従 来の競争制限行為の除去を中心とす る反 トラス ト法は,そ
の施行の強化がすでに実行されてお り,着 々成果をあげていた。そ して,そ
(50)同法 に よれ ば,政 府 の剰 余工場 は,次 の よ うな点 を基準 と して,譲 渡 されね
ぽ な らない。
1.自由かつ独立の企業による平時経済の再建を最大に援助し
2,独 占的慣行を弱め,小企業の自由企業経済の中での競争上の地位を強化し,
かつ維持する?
?
剰余 財産を可能 な限 り早 急に処分 す る。
小 企業 者に優遇 が支 え られ,ま た,1,000,000ドル以上 の工場 の処分につい て,譲 渡
の交渉前 に,そ の処分 が反 トラス ト法 に違反 しないか の点につ いて,司法長官 の勧
告を必要 とす る。cf・Adams,"TheAlminiumCase;LegalVicto「y-Economic
Defea七,"41Am.Econ.Rev.915,918(1951).
(51)(50)で述 べた よ うに,こ の剰 余財産 処分法 は中小規模 の企 業 の市場参 加を容
易 に し,ま た,そ の地位 を強化す ることを 目標 とす るもので,こ れ は,反 トラス
ト法 に よる,市 場参加制 限の禁止 と同様 の 目的を もつ もの として理解 され る。 た
だ,反 トラス ト法 では,市 場参加 を妨 害す る よ うな行為 を 差 し止め ることに よっ
て,こ れが容易に な され る よ うな条件 を与え る ものであ るのに対 し,こ の剰余財
産 の処分に よって,市 場 参加 の可能 性を強化す るものであ るか ら,こ れは,政 府
の 手に よる競争状 態 の創 出 とい う意味で,よ り積極 的な 介入で あ るともいえ る。
しか し,巨 大 企業に支配 された市場 では,市 場参加 の 人為的 障害 が 除 去 され て
も,現 実に新 規 の企 業が参加す るには,既 存 の企業 と同等 規模 の企 業でなけれ ば
な らないため,た ん に市 場参加 を 自由にす る ことのみ に よっては,競 争状態 を創
出す る ことが不可能 であ るの と同 様に,巨 大規模 の工 場 の処分 に当 って は,そ の
購 入のため の資金,運 営 能力等か らの制限 があ るた め,(commercialbaseによ
る譲渡 で あった),この剰 余財産 の処分 に よって も,競 争市場 の創 出 とい う目的 が
達成 され る ことは困難で あった。 現実 に競争が増大 した のは,小 数 の産業で しか
なか った し,ま た,そ こで も,結 局は寡 占状態 を創 り出 したにす ぎない といわれ
てい る。Kaplan,Ibid.,P.33;Adams,Ibid.,P.918.
新 しい独立企業の発展を助長 し
独占または取引の制限を助長することなく
さらに 「通常の商取引」の限界内で,
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.れを承継 して,さ らに活澄 な活動がな され ることとな る。 しか し,前 述 の如
く,単 に従来の反 トラス ト法 の施行をい くら強化 して も,こ の よ うな 巨大企
業 に よる支配体制か ら生 じる,個 々の弊害 の,そ れ も 目立 った ものだけ を除
去す ることは 出来て も,こ の体制 それ 自体の変革は 不可能であ る。 しか し
て,そ のためには,反 トラス ト法の内容を,い わぽ質的に変化す ることが必
(52)
要であった。この質的な変革は,TNECの活動によってもな し得なかった。
そ こで,そ の役割は,裁 判所によって 果たされることが 期待されたのであ
る。すなわち,裁 判所に,企 業の規模それ 自体,な い しは,産 業全体の構造
の 適法性の限界に関す る,法 律的,経 済的基準を設定す るとい う任務が課せ
(53)
られ ることに なる。 この よ うに して,司 法活動を通 して,い わ ゆ る新 シャー
マ ソ法が形成 され る。
この よ うな活動の最初 の,ま た,も っとも劃期 的な もの と して,1945年の
(54)
-Alcoa判決 が あ げ られ る 。 これ は,ア メ リカ ・ア ル ミニ ュー ム 会 社(Alminium
・Co.ofAmerica.Alcoa)の,アル ミ地 金 生 産 の 一 社 独 占を シ ャ 一ー一7ソ法 違 法
と して 攻 撃 した 事 件 で あ る が,裁 判 所 は,こ の 判 決 で,"強 制 され た 独 占"
〈Thrus七uponMonopoly)以外 は 違 法 とす る法 理 を 採 用 し,こ こに 始 め て,
規 模(size)一一す な わ ち 市 場 支 配 力 そ れ 自体 一 に 対 す る 攻 撃 に 成 功 した
くら　　
といわ れ る。同判決は 「シャーマ ソ法が禁止 したのは,そ れが計画的な事 業
(52)反 トラ ス ト法 改 正 に つ い て のTNECの 勧 告 の 中,合 併 規 制 の 強 化 に つ い て
は,1950年 にCeller改正(Chayton法7条 の 改 正)が な され た 。ActofDec・29,
1950,c.1184.
(53)「 裁 判 所 は,企 業 も し くは そ の 集 団 の 拡 張 が,ど の よ う な 段 階 で 効 率 と動 的 競
争 を 促 進 す る 合 法 的 な 限 界 を 逸 脱 す る こ と に な る か に つ い て の 法 律 的,経 済 的 基
準 を 調 和 させ る 必 要 に 直 面 した 」 と され る。Kaplan,op・ci七・,p・33・;cf・Mund・
GovernmentαndBusiness.(N.Y.,1950),p.174～5.
(54)U.S.v.AluminiumCo.ofAmerica,e七al,148E2d416(2dCir.1945).
く55)Rostow,"TheNewShermanAct:apositiveInstrumentofProgress."
14U.Chic.LRev.567,577(1947).:Schwartz,``ParallelActioninOligo-
polisticMarket,"inCartelandMonopoly伽Mo4ernLaw.,p.433,439
(Karlsruhe,1961)・な お,反 対 の 見 解 を と る も の,す な わ ち,こ の 判 決 に お い
て,従 来 の 法 理 が 変 更 され た こ とは な く,従 っ て 新 シ ャ ー マ ン法 な る も の は 存 在
し な い とす る も の も あ る。Kahn.,"StandardforAutitrustPolicy,"67Harv.
LRev・28,29ff.(1954).;Johnston-stevens,"MonopolyorMonopo1ization-
.aPeplytoProffessorRostowノ'44111.LRev.269,271ff.(1949).
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方針に よって達成 された ものである場合,独 占の存在そのものであ り,独 占
　 　
の濫用ではない」 ことを明らかに したものであって,そ れは 「経済力集中そ
く　の
れ自体に対す る公共の不信の積極的な確認」であったといわれている。
次に小数の巨大企業の産業支配に対す る攻撃の例 として,年 のアメリカ煙
草会社判決があげ られ る。ここでは,アメリカ煙草会社外二社(BigThree)
の違法な共謀が問題 とされた。この支配的な三社は,葉 煙草の購入,製 品の
販売等について共 同歩調をとり,下 級品目の製造業者を圧迫 し,そ の結果,
煙草の価格水準が引上げ られた とい うのが事案であるが,裁 判所は,違 法な
共謀の推定にあた り,こ の三社の価格政策 が 一致 している点を重視 し,ま
た,競 争の排除とい う点について も三社が排除力を有 し,か つ価格を統制す
る力を有 している点に重点をおいて,そ れを肯定 し,そ こで,こ の三社の行
動を違法とした。この判決は,企 業の規模(相 対的規模一市場統制力)を 実
質的に違法性認定の 中心的基準とした点か ら,前 述のAlcoa判決の延長 と
して理解されるのであるが,本 判決は,Alcoa判決が,一 企業の規模の有す
る市配力それ自体を問題 とし,し たがって,例 外的な一社独 占のみを対象と
しているのに対 し,次 のような点で,そ れを一歩進めたものといえる。とい
うのは,こ のアメリカ煙草判決は,行 為の一致それ 自体を問題 とす ることに
より,小 数の企業の存在一産業構造それ 自体を原因とす る,協 調による集団
ゆ　ラ
的市場支配の可能性を対象 としているものといえる。そ こで,こ のような法
理を採用することによって,現 状において支配的な産業の寡占状態を反 トラ
(56)Stocking,"EconomicChangeandtheShermanAct;SomeReflection
onWorkableCompetition,"44Va.LRev.537,540(1958).
(57)AmericanTobaccoCo.e七al.vU.S.,228U.S.781(1946).
(58)KaPlan・Ibid・,p・35・な お,こ の こ とは 実 質 上,法 の要 件 の 共 謀 を産 業 構 造
よ り生 ず る反 競 争 的 効 果 に 代 替 した こ とに よ り,そ れ が 可 能 とな った と され て い
る。 す な わ ち,「 この 判 決 に お い て は,巨 大 三 社 に よ る硬 直 した反 競 争 的 価 格 先
導 が,そ の明 示 で あ る と黙 示 の もの で あ る とを 問 わ ず,何 等 の共 謀 を必 要 と しな
い もの で あ り,そ れ は 独 立 か つ 理 性的 な寡 占的 利 益 の 追 求 に よ り,も た らされ た
もの で あ る と信 ず べ き強 い 理 由 が あ り,こ の よ うな三 社 の 行 動 が,共 謀 と認定 さ
れ た の で あ る」 と され て い る。w・H・Nicolls,PricePolicyinaCigarette
動4粥 勿,少assim・citedinDirlam-Kahn,op'ci七.,P.66.なお,こ の 点 に つ い
て後 註(72)参照 。
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ス ト法に よる攻撃 の対象 とす ることに成功 した もの とい えるのであ って,こ
の よ うな点か ら,本 判決 は,Alcoa判決を更に一歩進 めた もの とい えるわけ
ご　の
である。か くして,こ の判決は 「寡占の社会的統制における法律の里程標」
「6t)
として評価 され る。
この よ うに,反 トラス ト法は,そ の 内容の質的変化に よって,経 済 力集中
一一 独 占的市場支配,寡 占的市場 支配 をそ の対象 とす る ことに成功 し,
く　　ラ
国家 に よる経済機構えの介入 の手段 として活用 され る こととな る。そ して,
前 述 の トルーマ ソ大統領 の年頭教書に も示 され てい るよ うに,こ の反 トラス
ト法の強力 な運用は,政 府 の重要な政 策の一つ とな り,司 法省反 トラス ト部
t63)
に よって,活 淡な公訴活動が行なわれ る。 ところで,こ こで注 目すべ きこと
は,こ の よ うに反 トラス ト法が政策実現の法的手段 とな った ことに よって,
必 然的に経済現象 を理解 ・評価す るための理論をその 内容に取 入れ なければ
な らな くなった ことであ る。いわみ る経済的基準(economiccriteria)の導
入 の問題 であ り,そ こで,先 ず第一に,ど の よ うな場合を,介 入の対象 とす
べ き産業集 中,違 法な市場 支配力あ りとすべ きか,第 二に,そ の市場 支配力
の存在に対 し,政 策の基本 目的 と関連 させ,ど の よ うな処分を なすべ きか,
の二つ の問題 についての経済的分析が,反 トラス ト法の違法性 の基準決定に
「64)
際 して考慮 されねぽな らない こととな る。か くして,こ の よ うな必要 を背 景
(59)W.H.Nicolls,"TheTobaccoCaseof1946,"39Am.Econ.Rev.284,
296(1949).
(60)Rostow,Ibid.,p.577.
(61)Nicolls,``TheTobaccocase"Ibid.,p.297.
(62)「シ ャー マ ン法 は,最 高裁 に よ ってそ の 内 容 が 形 成 され つ つ あ った50年 来,こ
こに,始 め て,産 業改 革 計 画 の効 果 的 か つ 有 望 な基 礎 とな る こ とが 出 来 た 。 最 近
の判 決 に よ り,司 法 省 は,取 引慣 行 の 細 部 の変 革 で は な く,法 の偉 大 な る社 会 的
目的 に 向 って 大 き く一 歩 を踏 み 出 す よ うな 方 法 で,大 規模 に 法 を 実 施 す る最 大 の
機 会 を,法 制 定 以 来 始 め て与 え られ た 。 も し,最 近 の判 決 か ら期 待 され る よ うな
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ロ 　 　 　
方向に事態が進行するならば,反 トラス ト法は,現 下の必要を充たすにもっとも
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
適 した,経 済 政 策 の て だ て と な る で あ ろ う」Rostow,Ibid・P・574・
(63)公 取 委 編,「 反 トラ ス ト法50年 史 」26頁 。
(64)こ の よ うな 二 分 法 を 示 唆 す る も の と し て,Schwar七z,"ParallelAc七ion,"op.
cit.,p.437.;Mason,"CurrentStatusof七heMonopolyProbleminUnited
Sta七es,"62Harv.LRev.1265(1949),rep'dinMason,op.cit.,p.350,360ff.,
Dirlam-Kahn,op.cit.,p.154～155.
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と,反 トラス ト政策論が,反 トラス ト法 実施 につ いての重要な問題 として{舌
澄に論議 され るよ うに なった。
第一 の点については,従 来か らも反 ㌃ラス ト法 の批判にあた って問題 とさ
れ ていた ところであ り,従 来 の反 トラス ト法 上の独 占概念が経済上のそれ と
一 致 していない とい う形 で問題 とされ た。Masonの 有名な 対比に よれば,
法 律上の独 占概 念は,自 由競争に対す るものであ り,協 同行 為(collusion)
も しくは,競 争排 除行為(exclusion)によるその妨害 一 競争 の制 限一 を
そ の内容 とす る ものであ る。 これに対 し,経 済学 上の独 占概念は,純 粋 競争
の反対概 念であ って,そ の内容は,価 格決定機構に対す る影響 力す なわ ち,
く　の
市場支配力であるとされる。それ故,法 律上の独 占概念と経済学上の独占概
念とは相覆はない ものであるが,こ の不一致の原因としては法律の側面か ら
のものと,経 済学の側面か らの ものとが考え られ よう。
先ず,第 一の法律の側面か らの問題 としては,法 の背後にある基本的政策
との関連が考え られる。前述の如 く,反 トラス ト法は トラス ト・カルテル等
によってもた らされる弊害を防止する手段として立法 され運用されて来たの
であるが,そ こにおいて非難の対象とされたのは,文 字通 りその弊害(evil>
であって,経 済機構がどのように機能す るか とい う点か ら見れば,そ れはい
わば例外的な現象 とい うことが出来る。それ故,反 トラス ト法上の概念は,
対象 とする経済活動が,経 済機構の中で占める位置,そ の効果に関す る評価
をその内容とす るものでな く,何を弊害 とするか とい う,いわば経済外的な
価値 との連関において理解されることとなる。そ こで,法 の運用に当って,
"条理の原則"(mleofreason)が採用 されることとなるが,そ の内容 とし
ては各具体的な場合における統一的価値判断の基準の設定が困難であること
か ら,統一的な論理的基準としては,commonlawより継承された取引の・
(65)Mason,"MonopolyinLawandEconomicsノ'op.cit.,p,334ff.
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(66)
自 由 な 進 行 一freeflowofcommerceの確 保 が 採用 さ れ た 訳 で あ る 。 そ れ ・
故,反トラス ト法の保護法益には,経済活動の基本的な枠となる自由競争が登'
場 したのであ る。 しか して,こ れは,経 済機 構そ の ものには介入 しない とい
う基本的立場,い いかえれば,こ のような自由競争に対する妨害を排除しさ
えすれぽ,経 済機構が 自足的に所期の機能を果たすであろうとい う見解を反
(67)
映す る もの と云え る。そ こで,こ の点か ら,反 トラス ト法 の欠陥を指摘 した
し　の
の が,ttoldcritics"とい わ れ る もの で あ り,さ らに,前 述 の ご と く経 済 力
集中の普遍1ヒに伴な う経済機構の硬化現実に対 して何 らかの政府による積極
的介入が要望され るに及んで,こ のような点か らの不一致が解消されぬぽな
らないのは当 然の成行であ った。 ところで,こ の よ うな介入に際 しては,何
を介入の対象 とするかを決定す る基準 として,ま ず,そ れが,経 済機構の中
で占める位置一一 自由競争体制にあっては,企 業の市場に対す る影響力
(66)Wa七kins,lnd%strialCombinationαndPublicPo1勿,p.253ff.(Boston,
1927)・な お,こ の 点 に つ い て は,M〈55)に 引 用 した,価 格 情 報 交 換 を 違 法 と し
た 判 決 とそ れ を 適 法 と し た 判 決 を 対 比 す れ ば,そ の 異 な っ た 取 扱 の 理 由 と に 経 済
事 情 の 変 化 が あ っ た こ と も考 え られ る が,(Seager-Gulick・,op・cit・,)後者 に お い
て は,こ の よ うな 取 引 の 自 由 な 進 行 を 妨 害 す る,協 同,な い し,排 除 が 成 立 し
得 な い 点 が,最 も 主 要 で あ っ た も の と考 え られ る 。G・Handler,oP・cit・,P・5・
Hand玉er,AStudyoftheConstructionandEnforcementoftheFederal
Anti七rustLaw,TNECMonographNo.38.p.20f.(1941).;Oliphant.,
"TradeAssociationandtheLaw,"26Col・LRev・372(1926)・ ま た,固 い 結
合 に つ い て,規 模 そ れ 自体 は 違 憲 で は な く,何 等 か の 妨 害,い わ ゆ る掠 奪 的 行 為
(predatorypracticeMこよ る競 争 者 の 排 除,す な わ ち,そ れ に よ る こ の 取 引 の 自
由 を 追 行 の 妨 害 が あ っ た 時 の み,そ れ を 違 法 と す る の が 確 定 した 判 例 で あ った 。
U.S.v.UnitedShoeMachinaryCo.,247U.S.32(1918);UnitedShoe
MachinaryCo.vU.S.258U.S.451(1922).;U.S.v.UnitedStatesSteel
Corp.,251U.S,417(1920);U.S.v.Interna七ionalHarvesterCo.,274U.S.
693(1927);cfHandler,AStudy,op.cit.,p.83ff.
(67)Cf・Pet七erson,"An七itrustandtheClassicModel,"47Am.Econ.Rev.
60(1957),rep'dinAm.Econ.Ass'n,Rea4ingsinInaustrialOr8ani2ationan4
PublicPoliay,(HomewoodIIL1958),p.316,320ff.
(68)EJones,TheTrustProblem伽theunitedstαtes,P.482～498(NY.
1921);Watkins,1naustrialCombinationandPublic.Policy,op,cit.,p.253～
273,289～291・;wa七kins・"BusinessandLaw,"17J・Pol・Econ・178(1934),
rep'din.A肌Econ.Ass'n,ReadingsinSocialControlofIndustrノ,op.cit.,
P・48ff・
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・が問題 となるのであ り,こ こに,市 場 支配力が ,競 争の制 限に代わ って法律
こヒの独 占概念決定 の 実質的基準 とな る。 この よ うな 変革 をな した もの とし
て・醸1述のAlcoa判決が評価 され るのであ り,か くして ,法 概念決定につい
て ⑳経 済的基準の第一歩が踏み出された訳であ 器6二)
このよ うにして,法 律上の独占概念決定の実質的基準として,企 業が市場
において占める地位一市場支配力を採用することによって,反 トラス ト法は
現実の経済機構に対する介入の手段 として有効に働きうることとなる。 しか
し・それが,こ の ような介入の手段である以上,ど のような場合に市場支配
力が存在するか とい う,経済現象の事実的分析が必要 となる。そ こで経済学
上 の独占概念が導入されることとなるが,こ れについても,そ れが従来の完
全純粋競争 と完全独占の二分法を基礎 とする,抽 象的な内容のものであって
　　の
は,政 策実現手段 としての法におけ る概念決定 の基準 とはな り得ず,そ れに
現実の経済機構の段階に 対応 した もので なければ な らないことは 当然であ
る。この点が経済学の測面か ら見た,法 と経済学 との独占概念不一致 の原因
ア　の
と考え られ る。そ こで,経 済力集中が普遍化した現段階におけ る競争分析の
理論一 寡占の理論が,こ の市場支配力の 存在を 決定す る基準 として,重
要な役割を占めることとなる。 しか して,こ の ような必要を司法活動におい
て実質的に承認 したのが,前 述の1946年のアメリカ煙草会社判決であった と
く　　ラ
いわれ る。 この よ うに して,反 トラス ト法におけ る独 占概念決定 の実質的基
(69)Mund,Governmentan4Business,2Ed.,p.227(N.Y.,1955);Rostow,op.
cit.,p.527.
(70)こ の 点 が 後 述 の 如 く,有 効 競 争 理 論 出 現 の 大 き な 原 因 と な る。cf・Stigler,
"TheExtentandBasesofMonopoly"32Am .Econ.Rev.Supp.Papers
andProcee4ing1(1942);C。Edwards,Maintainin.aCompetition,(NY.,1949),
P・6ff・ そ の 他,後 註(91)引 用 の 交 献 参 照 。
(71)Mason,"MonopolyinLawandEconomicsノ'op.cit.,p.350.
(72)「 こ の 判 決 は,寡 占 に よ る 価 格 形 成 に 関 す るChamberlinの 原 則 を 法 と調 和 さ
せ た も の と 思 わ れ る 」Stocking,"EconomicChange,"op・cit・,p・542・同 旨
Conant,"ConsciousParallelActioninRes七raintofTrade,"38Minn.L
Rev.797,817(1954),cf.Rahl,"ConspiracyandtheAntitrustLaw,"44
111.LRev.743,758(1950);反 対Neale,7■heAntitmstLaωsoftheU・S・A・,
(Cambridge,1960).p.91.
、
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準 として,経 済的な基準が導入 されることとなったのであるが,そ こで,従
来の 自由競争体制維持の理論的根拠 となった純粋競争の理論ではな く,現実
(73)
の 変化に対応 した新 しい競争理論が要求されたのである。
次にこのよう経済基準の導入に よって経済力集中一 市場支配カ 一ー を反
トラス ト法に よる介入の対象 とした場合,そ れに対 して,ど のような対策を
とるべきかとい う問題が生じる。 このような対策の指導理念としては,前 述
1のTNECの報告書によれば,tt自由競争体制の維持"が うたわれてお り,反
トラス ト法も,競 争の維持それ 自体が,そ の 目的とされた。 しか して,こ の
市場支配力なる概念も,ま ず,そ れが競争体制の維持にとって有害であると
'いう観点か ら,法 概念決定の実質的基準として採用されたのである。だが,
ここに競争体制の維持を 目的とす るとしても,TNECの報告書にも示されて
い るとお り,それは経済機構の機能硬化現象の対策 としての意義を持つ もの
である。そ こで反 トラス ト法も,そ れが,政 策実現の手段としての介入の方
策 である限 り,窮極的な政策 目標 公正な価格の維持 と最適の資源配分の
実 現,さ らには経済の質的量的進歩 と安定 との関連において,そ の効果
が考えられねぽな らない こととなる。少 くとも,当 該状況において現実に競
争 が行なわれ得な くなっているかの点が問題 とされることとなる。 このよう
(73)こ の よ うな理 論 と して は,1930年代 に 有 名 なChamberlinの提 唱 した 寡 占 の
理 論 が あ る。Chamberlin,TheoryofMonopolistioCompetition(Cambridge,
Mass・1933)・また,こ の よ う.な理 論 を,競 争 の 存 在 決 定 の 基 準 と して具 体 化 し
た 代 表 的 な もの と してStiglerとWilcoxの論 文 が あげ られ る。Sti91erは効 果 的
な 競 争 が 存 在 す るか は 次 の よ うな 点 を基 準 と して 決 定 され ね ば な らな い とす る。
「1)各 重 要 市 場 地 域 ご とに,密 接 に 関 連 した 生 産 物 を 売 る企 業 が 相 当数 あ る こ
と。
2)こ れ らの企 業 が 協 同(collusion)して い ない こ と。
3)新 企 業 に と って の 平 均 費 用 曲 線 が,既 存 企 業 のそ れ と比 べ て 著 じる し く高
くな い こ と」Sti91er,op・cit・,p・2～3・同 旨Mason,``CurrentStatus,"
op.cit.,p,354.なおcf.Ibid.,p.366ff.
Wilcoxは,「 買 手 が 供 給 者 を 決定 す るに あ た っ て,代 替 者 を広 く択 ぶ こ とが
可 能 で あ る こ と(theavailabilitytobuyerofgenuinealternatives)。Wilcox,
CompetitionanaMonopo!yinAmerica,TNECMonographNo.21,p.9
<1940);同旨C・Edward,op・cit・,P・9～10・
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な点は,前 章で述べた ように,TNECの活動によっては必ず しも明らかにさ
れず,今 後の課題 として残 られていたのであるが,こ のような経済的基準の
導入に よるシャーマン法の内容の質的変革によって経済力集中一一 市場支配
力 が法による介入の対象 となるに及んで,そ の問題の解明が緊急な課題
として,盛 んに論議 されるようになった。これについては,以 下述べ るよう
に,こ れ等の論議の成果をとり入れた,司 法活動による解決もあ る。 しか
し,こ の問題の解明に当っては反 トラス ト法,ひ いては,そ の適用除外立法
を含む,国 家の法的手段に よる経済規制全体に通 じる指導理念について,経
済的分析に基ずいたその理論づけが,必 要とされるのであって,そ れは,新
シャーマ ン法に 対する批判を 機縁として 論議されることと なったわけであ'
ロリ
る。 これがnewcriticsといわれ るものの内容 であ り,こ の よ うな点か ら第
二 の意味 での反 トラス ト法 への経済的基準の導 入が なされ る こととな った。
まず,こ の よ うな司法活動 の例 と しては,シ ャーマ ン法上違法 とされた事
案に対す る排除措置 と して企業の分割(dissolution)が要求 された のに対 し,
そ の経済的効果を判 断 して,こ の要求を却下 した判 決があげ られ よ う。前述
の アメ リカ煙草会社判 決において も,問 題 とな った企業間の協 調行為 の背景
であ る小 数支配を排 除す るために要求 された大企業 の分割措 置は却 下 され て
い る。 また,特 許権の交換や,そ の他会社制 度上の拘 束関係の利 用に よ り,
ロ らノ
チタン取引を支配 した 事案に内容 とす るNationalLead判沃においては,
このこのような相互関係成立の背景 となった小数支配を打破す るため,企 業
分割により支配的な四つの大企業に分割するとい う政府の要求が,そ の経済
的実効性に関する挙証なしとして却下された。さらに同様の傾向が1948年の
く　 ノ く　アラ
ColumbiaSteel判決 に お い て も 見 られ る し,1950年のAlcoa判 決 は,排 除
(74)cf.Dirlam-Kahn,op.cit.p.10～15.
(75)U.S.v.NationalLeadCo,,etal,332U.S.319(1947).
(76)U・S・v・ColumbiaSteelCorp・334U・S・495(1948)・これ は,合 併 が 問 題 と な
っ た 事 件 で あ る が,こ の 判 決 は,そ れ が 現 実 に 不 当 に 競 争 の 機 会 を 制 限 す る か 否
か と い う経 済 的 効 果 が 挙 証 され ね ば な らな い と し て い る 。Ibid・p・524,527～528・
(77)U.S.v,AlminiumCo.ofAmerica,etal.,91ESupp.p.333(N.Y.,1950).一
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措置の決定に当ってその具体的な経済効果を重視することが必要である点を
明文で認めたものである。この判決は,1944年のAlcoa判決の排除措置の
決定をその事案 とするものであるが,Knox判事は,こ の判決の中で 「シャ・
一マ ソ法の内容,そ の適用は,経 済法律哲学についての裁判所の考えと共に
変化 して来た」 ことを認め,個 々の事案の複雑な経済的関係を評価す る基準
の具体的内容を定型化せんとしている。KnOX判事は 「特定の産業におけ る
反 トラス ト法のもとで許容される市場支配力の限界」を決定す るに際 して,
し　おノ
「効 果 的 競 争 」(effectivecompetition)の概 念 を 導 入 し,そ の 内容 に つ い て
(79)
は,経 済機構の中での具体的効果を重視 している。 これはWに 述べ るnew
criticsによる反 トラス ト政策の経済理論の裏附けの成果を とり入れたものと
いえる。従来の反 トラス ト法の運用の基礎 となった理論は,そ れぞれ特定の
経済的条件の中での具体的効果 と関連な く,抽象的な,い わば 「理念として
の 自由競争」を基準 として来たものと考え られ るのであ るが,こ の判決は,
く　 ノ
このような具体的な,経 済的効果の判断の必要性を明文で認めたもので,こ
(8り
こに,第 二の意味での経済的基準の導入がなされ ることとなる。
IV
ところで,こ のよ うな経済 的効果についての考慮 の必要性は,ま た,新 シ
ャーマ ソ法に対す る批判 とい う形で と りあげ られ る。前述 の よ うに,1945年
(78)「最 近 の先 例 は,そ れ は いつ もの こ とで あ るが,不 幸 に も効 果 的 競争 の要 件 を
明 確 に特 定 す る こ とを して い な い」Ibid・,p・340.
(79)こ の判 決 で は,Alcoaの 事 業 成 果 が す ぐれ て い る こ と,お よび 剰 余 財 産 処 分
法 に よ っ て新 設 され たRaynoldsとKaiserが競 争 者 と して対 抗 して い る点 か ら,.
Alcoaが,そ の 資 金 力,技 術 の 面 で優 位 に あ る と して も,不 当 な結 果 は 起 らな い
と してAlcoaの 解 体 請 求 を却 下 して い る。Ibid・,P・401,416・
(80)も っ と も,従来 も,その 経 済 的 効 果 を 重 視 す べ き と し,それ が,ruleofreason
の 内 容 で あ る こ とを うた った 判 決 もあ った 。cf.BaordofTradeoftheCityof
Chicagov・U・S・246U・S・231(1981)・しか し,そ の実 体 は,本 文 で説 明 した よ.
うな もの で あ る。
(81)こ の よ うに 肯定 的 に 評 価 す る ものが 多 い。 そ の例 と して,Dirlam-Kahn・,Op・
cit.,P・152f正・;Kaplan,op・cit・,P・37・な お,こ の判 決 を経 済 的 敗北 で あ る と
す る もの もあ る。Adams・"AlminiumCase・"oP・cit・,P.916・
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のAlcoa判決およびアメ リカ煙草判決で代表され る新 シャ 一ーマン法は,単 一
もしくは複数企業の市場における具体的な行動の結果 よりも,そ の市場にお
け る規模それ 自体を実質的に重視す ることに よって,経 済力集中一市場支配
力 を法による攻撃の対象 とす ることに なったのであるが,そ の批判に当っ
て,こ のように して法による攻撃の対象となった市場支配力が,い わぽ全国
民経済的観点 より見て,経 済機構が有効に作用することに対 し,有害 な効果
を与えるものであるかが問題 とされる。ところで,新 シャーマソ法の成立に
際 しては,前 述のように,経 済力集中一独占に対する社会的な不信がその背
景 となっていたのであ り,1930年代の持続的な不況状態を背景として,独 占
億 すなわち国民経済にとって有害 なものであるとい う考え方がその前提 とな
っていた。 しかし,こ のような考え方に対 し,大 戦遂行に際 して大企業が防
衛 生産において果たした役割が高 く評価 され ると共に,戦 後の持続的な好況
を 背景 として,経 済力集中一巨大企業が国民経済の中で果たす役割を再評価
し,そ の点か ら,前述のような前提をとる新 シャーマソ法に対す る非難がな
で　ラ
され ることとな る。 これ がいわ ゆ るnewcriticsといわれ るものであ り,そ
の 極 端 なものは,現 在 の反 トラス ト活動 は,大 企業の活動を根幹 とす る合衆
ノき　ラ
国の繁栄に とって 有害 な ものであ る とさえ 主張 してい る。 この ような 主張
は,集 中された経済カー 巨大企業 が繁栄の維持に とって果 たす役割を高 く評
価 し,そ れ に対す る禁止的規制 がかえ って有害 であ る とす るものであるが,
そ の当否は さてお き,"newcritics"といわれ る これ らの 一連 の 主張は,
新 シャーマ ソ法に よる 集 中 された 経済力 の規制 を 緩和す ることを 目的 とし
ゴ　 ラ
てい るとい え る。いいかえれば,こ れ らの主張は,第 一の意 味での経済的基
(82)Dirlam-Kahn,op.ci七.,p.56.;Stocking,t`EconomicChange,"op.cit.,
P.547.
(83)そ の 代 表 的 な も の と し て,Lilienthal,"OurAntitrustLawsarecriPPling
America,"Colliers,May31,1952;Lilien七hal,BigBisiness,ANewEra,
(N・Y・,1952)・ 永 山,田 中,伊 東 訳38頁 以 下 。
〈84)Kahn,``StandardforAn七itrustPolicy,"op.cit.,p.49.
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準の導入に よって,法 による攻撃の対象 となった集中された経済カー独占が.
繁栄の維持等の政策目的か ら見て有害 である場合には,そ のような攻撃を免
(85ノ
がれ るべ きことと主張す るものであ り,し たが って,そ れは,独 占の国家的
(86)
容認を求めるものにほかな らないともいえるであろ う。この ような方向は,
第一の意味における経済的基準の導入によって,従 来その対象 となし得なか
った経済力集中を,は じめて,法 による攻撃の対象として把握なし得たので
あ り,それ故,反 トラス ト法の政策実現のための法的手段 としての意義を強
化 したものであ る点に対 し,そ の反対の方向を示す ものと考え られ る。しか
し,こ のような批判は,た だ反 トラス ト法の厳格な適用を緩和す るとい う意
義をもつのみであるとい うことは出来ない。この批判に際 して,反 トラス ト
法による攻撃の対象 となった集中された経済力が国民経済の中で果たす積極
的な役割が主張されている。ところで,再 三述べた ように集中された経済力
が法による攻撃一 国家機関による介入 の対象 となったのは,経 済力集
中が普遍的なもの とな り,その結果,経 済機構の機能が硬化 し,全 国民経済
的な福祉の確保が困難になった とい う認識にもとついてなされたのであるか
ら,こ のような介入に当っては,そ の介入が,こ のよ うな福祉の確保に とっ,
て必要かつ有益なものであるか否かの点が考慮されるべ きことは論理的帰結
くおわ
であ ると いえ よ う。 そ こで,こ の よ うな こ とを 明確 に した ところにnew
criticsといわれ る一連 の主張が果た した積極的役割 が認 め られ る。いいか え
れば,反 トラス ト法 への第一の意味での経済的基準の導入に よって,経 済機
(85)Bowman,"TowardLeSsMonopoly,"101U.Pa.L.Rev.577,631(1953).
した が っ て,彼 に よれ ぽ,こ の よ う な 方 向 か ら の 批 判 は,消 極 的 意 義 しか も ち得
な い も の で あ っ て,ど の よ うに す れ ば,有 益 な 競 争 を 強 化 し得 る か の 方i..,)・らの
接 近 一 積 極 的 な 回 答 が 必 要 で あ る と主 張 し て い る。Ibid・p・641.
(86)Adams,"TheRuleofReason;WorkableCompeti七ionorWorkable
Monopoly,"63YaleLJ・349,370(1954)・
(87)J.M.Clark,"TheOrien七ationofAntitrustPolicy,"40Am.Econ.Rev.
PapersandProceedings93,98(1950);Markham,"AlternativeApproach
totheConceptofWorkableCompetition,"40Am.Econ.Rev.349,361
(1950);Griffin,``needed:ARealisticAntitrustPolicy,"Harv.Business
Rev.Nov-Dec.1956,p.76,81～82.
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構 その内容は私的企業体制に よっては競争機構 に対す る影響力が反
トラス ト法におけ る,違法性の実質的基準 とな り,そ こで,国 民経済に有害
な影響を与えるおそれめある経済力集中が反 トラス ト法に よる攻撃の対象と
なったのであって,こ のよ うに して,反 トラス ト法は,国 家機関に よる経済
機 構への介入の法的手段な ることが可能 となったのであるが,こ れに対 し,
newcritiCSによって指摘 された ような,国 民経済に とって 現実に有害な効
ド　 う
果 を与えるか否かの点をも,そ の違法性の基準に とり入れることによって,
反 トラス ト法は,全 体的福祉増進のための政策実現手段 としての内容 ・実質
を与え られ るもの といえよう。このような意味での経済的効果の考慮の必要
性 は,前 述の如 く判例法でも認められてお り,これは,第 二の意味での経済
』的基準の導入といえる。
ところで,反 トラス ト法の違法性の基準に,こ のような意味での経済的基
準 の導入が必要であるといっても,そ の具体的内容を決定す るに当っては非
常 に困難な問題が生じる。それは,全 体の福祉に とって有益であるか,有 害
で あるかを決定す る基準であるが,こ の ような基準確定については,ま ず第
一に どのような利益を維持す ることが全体の福祉と合致するかとい う問題が
決定 されねぽならず,ま た,第 二に,そ のような利益の維持を如何に して実
現 す るかをも決定 しなければな らないか らである。いいかえれば,反 トラス
ト法施行におけ る何を 、目的,ど うして 手段,が 明確に されねばな ら
ないわけである。それ故,こ の ような経済的基準の具体的内容は,第 一の 目
'的の問題についての論老の立場によっても異なるし,また,そ の手段の問題
マこついても,経 済の経済機構の機能についての評価の如何によって異なるこ
。ととな る。反 トラス ト法の批判ない しはその擁護に当って も,これ らの点に
(88)当該事案が反 トラス ト法 違反で あ るか 否かを 決定 す るに当 っては,「 当面 の
現 実 の条件 の もとにお いて,競 争に 影響を与え,それ 故,実 際の産業 の構成 におけ
る当事 者の成 果を決定 す る,す べ ての現実 の諸要素 につ いての考慮 が必要 であ る」
とされ る。BusinessAdvisaryCouncil,US・Dep'tofCommerce,Effective
ComPetition,p.6～7(1952).
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つ いての立場の相異か ら種 々の異なった主張がな されたのであるが,そ れが
(89)
ただ,そ の政治的,社 会的立場の相違にせ まる限 り,それは単なるイデオ ロ
ギーの主張であるにすぎず,反 トラス ト法に上述の ような意味で実質的内容
(go)
を与 え るもの とはな り得ない であ ろ う。そ こで,こ れ 等の批判は,こ の よう
な問題に関す る,経 済学に よる現実の分析を基礎としてなされた。とい うの
'は,反 トラス ト法に よって望 ましい結果を得るためには,そ れが現在の経済
的諸条件の下で可能であるか どうかの問題を無視す ることは出来ないか らで
あ る。 そ こで,こ れ 等の批判に 当って,現 在の経済機 構の 機能についての
'理論的分析を 基礎 として
,反 トラス ト法施行の 目的 とすべ き 経済的理想像
くmodel),すなわ ち 経済機 構の あ るべ き 形態 の内容が 修正 され ることとな
る。そ こで これ 等の批判は,ま ず第一に従来 の反 トラス ト法におけ るそれ と
異な った,新 しい経済的理想 像の確立を 中心 と してな され,さ らに,そ の よ
うな分析を もととして,そ れを維持するための法運用の技術を どのような形
で修正す るかについて論議がなされたのである。
ところで,こ の新 しい経済的理想像 につい て,そ れが必要 とされた理 由 と
(89)こ の よ うな 意 味 で の 経 済 的 基 準 の内 容 を な す 有 効 競 争 の在 否 決定 の基 準 につ
い て,Masonは,そ の 内容 は,論 者 の イ デ オ ロギ ーに よ って左 右 され る点 が 多 い
と して い る。Mason,inSymposiu、mon"EffectivenessofAntitrus七Laws,"
39Am。Econ,Rev.713(1949).
くgo)も っ と も反 トラス ト政 策 の 目的 と して,民 主 主 義 の維 持 を 掲 げ,過 大 な 経 済
力 の集 中 は,そ れ を破 壊 す る権 力 の 集 中 を 伴 な うとす る意 見 も多 い 。 この 立 場 を
とれ ば,こ の よ うな 力 を 規 制 す る 自動 的 機構 と して の 競 争 体 制 の維 持 が 絶 対 的 な
もの とな る。 た とえ ば,
「経 済 を 規 制 す る権 力 は 人 民 の選 良に 委 ね らるべ き で あ り,小 数 の産 業 支 配 者
・に 委 ね られ て は な らな い。 産 業 力 は 分 散 さ るべ きで あ る。 そ れ は,人 民 の 運 命 が ・
自選 の小 数 者 の 気 ま ぐれ や 移 り気,そ の 政 治 的 偏 見,感 情 的 不 安 定 な どに よ っ
て 左 右 され る こ との な い よ う,多 数 の も の に 分 散 され て い なけ れ ば な らな い」 。
DissentofJusticeDouglousinu.s。v.ColumbiasteelCo.,334u.S.493,5361
(1948)・
な お,反 トラス ト法 の 目的 と して,こ の点 を 明確 に 指 摘 す る もの と して,Rostow,
・"NewShermanAct,"op.cit.,p.569.;C.Edwards,op.cit.,p.9;Adams,
"`PublicPolicyinaFreeEnterpriseEconomy,"inAdamsEd.,TheStructure
ofAmericanIndustry,2dEd・(N・Y・1954)・邦 訳639頁,650頁;Simons,
-EconomicPoliaγforFreeSociety,chI.(Chicago1948).
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して,合 衆国の経済構造が著 しく変化 し,それ故,従 来の経済構造を前提 と
した経済理論が,政 策の理想像を内容づける理論としての現実的価値を失な
った点が指摘 され る。 この点については,す べての論者が一致 して認めてお
く　け
り,以 後の論 議についての基本的前提 とな る。 この構 造変化 とは,経 済機 構
におけ る独 占的要素が普遍 化 した とい う点であ るが,こ の ことは,1章 で述
べた ようにBerle-MeansやBurnsの著作で指摘 され,ま たTNECの 調査
に よって も確 認 され た ところであ って,こ の よ うな認 識が,さ らには経済機
く　 　
構に対す る国家的介入が必要であ るとの主張の根拠 となったのである。とこ
ろで,こ の独占的要素が普遍化 した とい うことは,い いかえれば,従 来の理
論が仮定 した完全競争一 価格決定に対する各個企業の影響力が全 くな く,
それは,市 場の条件 と限界生産費によって決定 され るとい う状態 が,現
実には全 く行なわれ得ないとい うことを意味す る。また,一 方では,こ の独
占的要素存在の程度についても,従 来の理論の仮定 した完全独占はほとんど
存在せず,そ の程度は各産業分野毎に異な り,それぞれの分野に よってこの
ような程度の差はあるが,独 占の要素 と競争の要素が混在 していることが指
く　 ノ
摘 された。そ こで完全競争 と完全独占の仮設にもとず く従来の理論は,分 析
の基準としても,現 実性を失な うこととな り,このような中間状態を分析す
る理論が要求 されることとなる。 これが不完全競争,も しくは独占的競争の
(91)Cf.Oppenheim,"FederalAntitrustLegislation;GuidepoststoaRevised
NationalAntitrustPolicy,"50Mich.LRev.1139,1183(1952);Oppenheim,.
"EconomicBackgroundinDivestitureundertheFederalAnti七rustLaws
,'"
19Geo.Wash.L.Rev.120(1950);Stocking-Watkins,op.cit.,ch.IV;
RePort('ftheAttornayGeneral'sNαtionalCommitteetostudγtheAntitrust
Laws,(Wash,,1957),p.316.
(92)こ の 点 は 戦 後 に つ い て も 殆 ん ど の 論 者 が 認 め て い る 。 な お 反 対 の 立 場 を と
る も の も あ る 。 そ の 代 表 的 な も の と し て,Nutter,The.ExtentofEnterPrise
MonopolyintheUnitedStates,p.1899～1939(Chicago,1951);Adelman,
"TheMeasuremen七 〇fIndus七rialConcentration
,"33Rev.ofEcon,and
Stat.269(1951).
(93)C£Oppenhein,``FederalAntitrustLegislation,op.cit.,p.1183,fn.117;
Adelman,"EffectiveCompetitiollandAititrustLaws,"61Harv,LRev..
1289,1300(1948);Wallace,op.cit.,p.263.
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理 論 で あ っ て,す で に1930年代 に お い てRobinsonやChamberlinによ っ て
主 張 されてい る。 ところで,こ の混在す る二つの要素 の うち,独 占的要素の
イ　 ラ
効果を重視す る主張一寡 占の理論が,前 述の介入原理の裏附け として,そ れ
ね 　タ で　の
を強化す る作用を果たす。また,競 争的要素の効果を重視す る理論が,前 述
の如き経済的事情の変化を背景として,こ の介入の強化に対する批判をなす
こ と と な る 。
ところで,こ のように分析理論としての完全競争が,現 実には行なわれ得
ないとい う事情は,経 済政策の 観点か ら見れば 以下のようなことを 意味す
る。 すなわち,完 全競争が経済政策実施に当っての経済機構のmodelとさ
れたのは,こ のような状態を現実すれば,国 民経済上望 ましい結果がもた ら
され るであろ うとの予測が,そ の根拠となっていたか らである。ところが,
このよ うな独 占的要素の普遍化をもた らレた条件が,前 述のよ うに完全競争
を現実に創出することを不可能にした し,また,そ の ような条件のもとにあ
っては,も し完全競争に近い状態が現出されたとして も,理 論上予測 され る
く　の
その望 ま しい結果は,現 実 には もた らされ ない とい うことにな る。 また,他
面,完 全競争を阻害す る要素一独 占的要素の存在 も,完全競争がもた らすで
(94)こ れ は,同 一 商 品 を 生 産 す る 企 業 の 数 が 少 な い 時 に は,企 業 間 の 他 企 業 の 価
格 政 策 に つ い て の 相 互 予 測 に よ っ て 価 格 硬 直 が 生 じ,そ の 結 果,集 団 的 独 占 が 生
じ る とす る も の で あ り,Chamberlinの 前 述 の 著 作 に よ っ て 指 摘 さ れ た 。 そ の 他
の 代 表 的 な 例 と し て,Sweezy,"DemandunderConditionofOligopoly,"47
J・Pol・Econ・568(1939),rep'dinAm・Econ・Ass'n,ReadingsinPrice
Theoりy,(N.Y.1953)p.405.
(95)こ の 立 場 に も とず い て,有 効 競 争 の 内 容 を 説 明 す る も の に つ い て,前 註 皿(73)
参 照 。.
(96)こ の 理 論 は,競 争 は,企 業 が 多 数 存 在 しな くて も存 在 し得 る も の で あ り,小
数 企 業 間 で も対 抗 関 係(Rivalry)が あ れ ば よ い と す る 。 そ の 代 表 的 な 例 と して,
Griffin,op.cit.,p.82;Ibid,AnEconomicApproachtoAntitrustProplems
p・21ff・(N・Y・1957)・ ま た,こ の 立 場 は,代 替 品 に よ る競 争,新 企 業 に よ る 競
争,新 製 品 に よ る 競 争 等 の 効 果 を 重 視 す る 。 い わ ゆ る新 競 争 の 理 論 と い わ れ る も
の で あ る 。 これ 等 に つ い て は,cfMason,"NewCompetition,"TheYaleRev・
Autumn(1953),reprintedinMason,op.cit.,p.371.
(97)Mason・``curren七status,"op・cit・,P・352～3;J・M・clark,"Towarda
ConceptofWorkableCompeti七ion,"30Am.Econ.Rev.241(1940),rep'd
inAm.Econ.Ass'n,Readings伽SocialControlofIndustry,op.cit.,p.452,
453.
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あろ うと期待されたようなよき結果が現実に招来 されることの妨げとは,必
　　 　
ず しもな らないとい う事実 も指摘 され る。いいかえれば,完 全競争は非現実
的であ り,それは必ず しもよきものであるとは限 らず,そ の妨害要素である
独占的要素 も,必ず しも悪ではないとい うことになる。そこで,完 全競争の
実現とい うことは,経 済政策の指標 としての現実性を失な うこととな り,こ
の指標 としては,こ の ような現実的条件のもとで望 ましい結果の招来を期待
し得るよ うな経済機構の現出があげ られねぽな らない訳である。しか して,
その内容を決定す るに当 っては,現 実に可能な経済機構の機能に関す る理論
が重要な役割を果たすのであって,このような現状分析の経済理論の成果を,
ぐ　の
経済政策 の指標に と り入れ ることが主張 された。そ して,こ の よ うな努力の
結果 として効果的競争(effectivecompetition),もし くは有効競争(workable
ほ 　 ラ
competition)の理論が提唱され,そ れが経済政策の指標たるべき経済機構の
mode1となることが期待 されたのである。
ところで,こ の効果的競争 もしくは有効競争なる概念は,前 述のように完
全競争の現出を不可能な らしめた現実の諸条件のもとで,到 達可能 と考え ら
れる経済機構をその内容 とす るものであ り,それは,ま ず現実に到達可能で
あるとい う意味で有効(workable)なものであるが,さ らに,そ れは,そ の
中に競争的要素 と独 占的要素が混在 してお り,競争 としては不安全なもので
あっても,望 ましい結果を もた らし得るか否か とい う観点か ら見れぽ効果的
ご　　 ラ
(effective)に機 能 す る も の と さ れ る 。 そ して,こ の 概 念 を 基 準 と して,新
(98)独 占 的 要 素 の 弊 害 と して 非 難 され た 価 格 硬 直 性 に つ い て は,こ れ を 否 定 す る
研 究 が な され た 。cf・Dirlam-Kahn,op・cit・,P・9・fn・12・ま た,効 率(efficieney)
の 確 保,技 術 的 進 歩 の 点 に つ い て も,大 企 業 の 存 在 は,そ れ に 有 益 で あ る と す る
説 も多 い 。 註(83),(96)参照 。
(99)1註(1)参 照 。
(100)これ はJ・M・Clarkに よ っ て 初 め て 提 唱 さ れ た も の で,引 続 い て 多 くの 論
者 に よ っ て 論 じ られ た 。J.M・clark,"Towardaconceptofworkable
Competition,"oP・cit・,(1940)・
(101)J・M・clark,"concept,"oP・cit・,P・453～454・cf・stoking,"TheRule
ofReason,workablecompetitionandMonopoly,"64Yale・LJ・1107,1109
(1955);Stoking-Watkins,op.cit.,p.97～98.
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シ ャーマ ソ法の 内容の擁護 ない しはその批判 がな され ることとな る。 もっ と
・もここで 有効競争の維持が,政 策の指標 と なることが 期待されたといって
も,前 述の如 く,独 占的要素の効果を重視す るか,競 争的要素のそれを重視
す るか に よって,そ の内容は異な ることとな る し,ま た,そ の よ うな立場 の
異な りに対応 して,望 ましい結果を確保す るための経済機構を重視す るか,
もしくは,現 実にもた らされた結果か ら判断す るかとい う点で立場が分れ,
ほ　 ラ
そー れ ぞれ に よって,有 効 競 争 の概 念の内容 も異 なって来 る。 しか して,そ の
いつれか を とるかに よって,前 述のご と く,反 トラス ト法の強化を主張す る
ことともな り,そ の緩和を主 張す ることともな る。 しか し,そ のいつれ を と
るに しても,こ の効果的競争の概念の導入によって事実分析の理論と政策 目
r的が直接結合 した点に,そ の大きな意義が認められねぽな らないであろ う。
とい うのは,経 済理論の側面か ら見れば,こ のような政策 目的との結合によ
.って,そ れが単なる事実分析の理論に止 まらず,政 策の裏附け となる理論と
(102)この二つ の立場 の うち,前 者 は,独 占的要 素 の もた らす弊害 の重視 し,経 済
力 の濫用 を批判す る よ うな条 件 の現 出が重 要で ある とす る。 いいかえれば,全 体
の利益 の防壁(safeguard)が存在 しなければ な らない とす る。cf・C・Edwards・
OP・cit・,P・11ff一したが って,こ の立 場を とるものは 有効競争存否 を 判断す る
基準 と して,企 業 の規模,数,協 同の存 在,市 場参 加 の 機会等 の産 業の構 造的要
素(structure)を重視す る。そ の内容 につい ては,註(73)参 照。
また,後 者 の立場は,現 実 に企業間 の対 抗 関係(rivalry)が存在すれば,そ れ
を充 分で あ るとす る。註(95)参照。 した が って,こ の立場 を とる ものは,企 業
の現実 の行動(behaviour)もし くは,そ の事 業成果(performance)を重 視す る
こ ととな る。そ の例 として,
Bainは「1・生 産効率が,到 達可能 な最 良 の ものに近 い とき,2・産 業の生 産高
が,資 源 の最 高配分 の水準 よ り不 当に低 か り高か った りしない とき,3・販 売増進
'に過大 な資源 の投下 がな され ていない とき,4・収 入 の中利潤 に振 り当て られ てい
る部 分が,投 資 の報酬 としての,ま た,社 会的 に望 ま しい技術革新 を促進 す る程
度 の水準 よ り不 当に高 くな く,か つ,そ の水 準に達 してい る とき,5・この よ うな
技 術革新 の機会 が不 当に無 視 され ていない とき,6・価 格が,周 期的 変動を明 らか
に強 め るよ うな方 法でな く,周 期的変 動に対応 して変化 してい るとき,有 効 な競
争は存在 す る」 としてい る。Bain,"WorkableComPetitioninOligoPoly,"
-40Am.Econ.Rev.PapersandProceedings35,36～37(1950).
そ の他,同 様の立場 を とるもの と して,Griffin,Markhamがあ る。 註(87),
《96)参照。
なお,折 衷的 な立 場を とるもの もあ る。後 註(106)参照。
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な り得た とい う意義をもつ。また,反 トラス ト政策遂行の点より見れば,そ
の ような事実分析の理論 と連関 した概念に よって,そ の指標 となる理想像の
修正を受けることにより,ま ず第一に,そ れが現実の 経済機構に 対 して影
響を与え得るものとなった点が 指摘 されよう。 このような 意味での 現実性
(workability)の獲得は,前 述の介入原理の導入 第一の意味での経済的
基準の導入 に当って必要なものであった。また,他 面,こ のような概念
は,そ れが政策 目的 と直接結びついた ものである故,そ の導入に よって,反
トラス ト政策がそれ 自体に固有の利益の増進一 具体的には,競 争の維持そ
く　 るノ
れ 自体一 を目的とす るものではな く,いわぽ窮極的な政策 目的一 全体的
な福祉の増進一 を 目的とするものとなる。これは,前 述の第二の意味での
経済的基準の導入の要求に合致するものであ り,これによって,反 トラス ト
政策の内容 と窮極的な政策 目的との連関が明らかにされ る訳であ る。いいか
えれば,こ れによって,反 トラス ト政策の目的と手段が密接に結びついたも
のとして理解され ることとなる。それ故,前 述 した相反する二つの立場 も,
それは一方では反 トラス ト法の強化を主張 し,他 方はその緩和を主張 してい
るのであるが,そ れは全 く相反す る絶対的な対立ではな く,同一のことの二
つの側面を現わす ものといえる。そ こで,こ の二つの立場の相異 も,そ の内
くユ　 ン
容は閉鎖的な対立ではな く,結局は方法 と程度の差であ るといわれている。
そ して,そ の両者を綜合的に理解することによって,反 トラス ト政策および
(103)Stigler,Comment,46Am.Econ.Rev.504(1956);Levin,Business
Organi2ationanaPublicPoliのy,p.xi(N.Y.,1958).
(104)註(91)に述 べ た成 果(performance)を重 視 す る立 場 を と る もの は,構 造 を
重 視 す る もの の説 を,そ れ は 完 全 競争 の亡 霊 に と りつ かれ てい る も の と批 判 す る。
そ して,産 業 構 造 そ れ だ け で は有 効 競 争 在 否 判 定 の基 準 とな り得 ず,そ れ に は つ
ね に 成 果 と関 連 した評 価 の問 題 が か ら ま って い る と して い る。 例 え ば,産 業 の範
囲 そ れ 自体 を 決 定 す るに も,代 替 品 を ど の範 囲 まで 含 め るか の 問 題 等 で あ る。
Griffin,``RealisticAntitrus七Policy,"op.cit.,p.79～80;Markham,op.cit.,
P.349,357.なお,こ の点 に つ い て は,後 註(106)参 照 。
(105)Oppenheim,"FederalAntitrustLegislation,"op.cit.,p.1189;Mason.
"CurrentStatus;'op,cit・,p・354～6・;気賀 健 三 「自 由企 業 体 制 と独 占 論 」,高
垣 寅 次 郎 編 「ア メ リカ経 済 政 策 の研 究 」所 収,297頁 。
新シヤーマン法と有効競争の理論(実方) 一125-一
(IO6)
その実施手段 としての反 トラス ト法の内容 と意義を解明 し得る訳である。
(106)有効 競 争 存 否 決定 の基 準 に つ い て,産 業構 造,企 業 の行 動,成 果 の 各 要 素 は,
独 立 してそ の 内 容 と な り得 る もので な く,綜 合 して考 案 さ るべ き と 主 張 す る もの
が あ る。Mason,"CurrentS七atus,"oP・cit・,P・366ff・;Stocking,"Ruleof
Reasonノ'op.cit.,p.1110ff..
例 え ば,構 造 の基 準 とな る企 業 の規 模,数 に して も,そ れ は確 定 した もの で な
く,相 当 程 度 の もの と され て お り,結 局 は,そ の よ うな条 件 の も とで の現 実 の企
業 の行 動,成 果 に 関す る評 価 な しで は決 定 され な い か らで あ る。Stockin9,Ibid・
p.1111.
また,他 面,成 果 のみ を基 準 と して も,そ れ は 積 極 的 基 準 と な り得 ず,結 局 は,
そ れ が 悪 い 場 合 に は直 接 統 制 す る とい う,国 家 機 関 に よ る 毎 日の監 督 を 論 理 的 に
もた らす もの で あ り,私 企 業 体 制 と根 本 的 に 矛 盾 す る こ と とな る。cf・Bowrnan,
op。cit.,p.641.註(4)引用;RePo「tonAntit「ustLαωs・oPOci七.'PO322ff'
な お,企 業 の行 動(behavior)を中心 とす る説 と して,Dirlam-Kahn,oP・cit・,
,ch.2,
